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1.  平成24年3月期第1四半期の連結業績（平成23年4月1日～平成23年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期第1四半期 15,794 △7.7 137 315.4 283 83.9 415 ―
23年3月期第1四半期 17,106 13.0 33 ― 153 ― 24 ―

（注）包括利益 24年3月期第1四半期 395百万円 （―％） 23年3月期第1四半期 △234百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

24年3月期第1四半期 7.04 6.90
23年3月期第1四半期 0.41 0.41

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期第1四半期 57,364 32,712 52.9 512.89
23年3月期 58,876 32,444 51.3 511.26
（参考） 自己資本   24年3月期第1四半期  30,320百万円 23年3月期  30,226百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
期末配当は今後業績動向を見極めつつ検討することとしており、現時点では未定であります。 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00
24年3月期 ―
24年3月期（予想） 5.00 ― ― ―

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第２四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 30,000 △9.9 300 △42.3 450 △35.6 250 △33.9 4.23
通期 65,000 △7.7 1,200 △39.3 1,400 △39.7 700 △38.0 11.84



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四
半期連結財務諸表の四半期レビュー手続は終了しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の
業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、四半期決
算短信（添付資料）３ページの「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 

4.  その他

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  無
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  無
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期1Q 65,962,988 株 23年3月期 65,962,988 株
② 期末自己株式数 24年3月期1Q 6,846,689 株 23年3月期 6,841,941 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 24年3月期1Q 59,118,588 株 23年3月期1Q 59,197,104 株



  

  

  

○添付資料の目次

１．当四半期決算に関する定性的情報 ……………………………………………………………………………………  2

（１）連結経営成績に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  2

（２）連結財政状態に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  2

（３）連結業績予想に関する定性的情報 ………………………………………………………………………………  3

２．サマリー情報（その他）に関する事項 ………………………………………………………………………………  3

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 …………………………………………………………  3

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 …………………………………………………………  3

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 ………………………………………………………  3

（４）追加情報 ……………………………………………………………………………………………………………  3

３．四半期連結財務諸表 ……………………………………………………………………………………………………  4

（１）四半期連結貸借対照表 ……………………………………………………………………………………………  4

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 ………………………………………………………  6

（３）継続企業の前提に関する注記 ……………………………………………………………………………………  9

（４）セグメント情報等 …………………………………………………………………………………………………  9

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 ……………………………………………………………  9

４．補足情報 …………………………………………………………………………………………………………………  10

   受注高、売上高及び受注残高の状況 ……………………………………………………………………………  10



（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年６月30日まで）におけるわが国経済は、東日本大震

災や電力需給問題の影響などにより、企業活動や個人消費の低迷など、依然として先行きが不透明な状況が続く結

果となりました。  

 当社グループの事業に大きく関係する情報通信分野では、スマートフォンの普及やクラウドコンピューティング

の進展に伴うデータ通信量の増加に対応した通信インフラ構築が継続されたほか、東日本大震災の被災地域におけ

る通信設備の復旧も進められました。 

 このような事業環境の中、当社グループは通信建設事業を中心に受注・売上の拡大に注力したものの、当第１四

半期連結累計期間の業績は、受注高158億65百万円（前年同期比88.3％）、売上高は157億94百万円（前年同期比

92.3％）となりました。一方、利益面については、売上原価の低減に努めたことにより、営業利益は1億37百万円

（前年同期比415.4％）、経常利益は2億83百万円（前年同期比183.9％）、四半期純利益は4億15百万円（前年同期

比1,695.7％）となりました。 

 なお、当第１四半期連結累計期間におけるセグメント別の概況は次のとおりであります。  

  

【セグメント別の概況】 

① 通信建設事業 

 ＮＧＮサービスのエリア拡大をはじめとする光関連工事が堅調に推移したものの、モバイル工事、公共・民需工

事が減少したことで受注高は前年同期に比べて減少しました。売上高については、前期に大型工事の完成があった

ことから、前年同期に比べて減少しました。一方、利益面では、売上原価の低減に努めた結果、営業利益は前年同

期に比べて増加しました。 

  

② 情報サービス事業 

 企業等の情報投資が抑制される中で、受注高・売上高の確保に努めましたが、受注単価の低下等もあり営業損失

となりました。 

  

③ 住宅不動産事業 

 市況が冷え込んだこと、当四半期は販売用物件が少なかったことなどから、受注高・売上高は前年同期に比べて

減少し、営業損失となりました。 

  

④ ビジネスサポート事業 

 リース事業、半導体製造装置の設置・保守事業、人材派遣事業等で受注高・売上高確保に努めた結果、売上高は

前年同期に比べて増加し、営業利益も前年同期に比べて増加しました。 

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産） 

 流動資産は、前連結会計年度末に比べて、現金及び預金が15億42百万円増加しましたが、売上債権の回収が進ん

だことにより、受取手形・完成工事未収入金等が44億29百万円減少した結果、30億6百万円減少の291億77百万円と

なりました。 

 固定資産は、前連結会計年度末に比べて、有形固定資産が9億16百万円、無形固定資産が6億13百万円増加した結

果、14億94百万円増加の281億86百万円となりました。 

  

（負債） 

 流動負債は、前連結会計年度末に比べて、支払手形・工事未払金等が11億39百万円、未払法人税等が8億98百万

円減少した結果、22億円減少の121億37百万円となりました。 

 固定負債は、前連結会計年度末に比べて、リース債務が4億86百万円増加、役員退職慰労引当金が41百万円減少

した結果、4億20百万円増加の125億14百万円となりました。 

  

１．当四半期決算に関する定性的情報



（純資産） 

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて、配当金2億95百万円の支払、その他有価証券評価差額金24百万円の

減少がありましたが、四半期純利益を確保した結果、2億68百万円増加の327億12百万円、自己資本比率は52.9%と

なりました。 

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 現時点では、平成23年５月13日に公表しました平成24年３月期の連結業績予想に変更はありません。 

  

  

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

 当第１四半期累計期間より、持分法適用会社であったブリッジ・モーション・トゥモロー株式会社の株式を追加

取得したことにより、連結子会社としております。 

  

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。 

   

（４）追加情報 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

  

２．サマリー情報（その他）に関する事項



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 5,436 6,978

受取手形・完成工事未収入金等 19,748 15,319

リース債権及びリース投資資産 2,631 2,279

有価証券 170 129

未成工事支出金 323 301

仕掛品 33 86

仕掛販売用不動産 543 534

販売用不動産 1,223 1,093

商品 37 251

材料貯蔵品 716 773

繰延税金資産 973 861

その他 392 617

貸倒引当金 △45 △48

流動資産合計 32,184 29,177

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物（純額） 4,496 4,501

機械、運搬具及び工具器具備品（純額） 2,094 3,004

土地 8,553 8,553

貸与資産（純額） 172 173

建設仮勘定 81 82

有形固定資産合計 15,397 16,313

無形固定資産 794 1,408

投資その他の資産   

投資有価証券 7,703 7,583

長期貸付金 89 103

繰延税金資産 1,381 1,438

その他 1,442 1,579

貸倒引当金 △118 △239

投資その他の資産合計 10,499 10,464

固定資産合計 26,691 28,186

資産合計 58,876 57,364



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成23年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 5,163 4,024

短期借入金 4,325 4,368

リース債務 18 195

未払法人税等 984 85

未成工事受入金 86 209

賞与引当金 1,530 852

役員賞与引当金 47 －

工事損失引当金 187 176

その他 1,993 2,224

流動負債合計 14,338 12,137

固定負債   

長期借入金 6,857 6,875

リース債務 62 549

退職給付引当金 4,302 4,275

役員退職慰労引当金 317 275

その他 553 538

固定負債合計 12,094 12,514

負債合計 26,432 24,652

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,676 5,676

資本剰余金 4,425 4,425

利益剰余金 21,557 21,677

自己株式 △2,230 △2,231

株主資本合計 29,428 29,547

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 797 772

その他の包括利益累計額合計 797 772

新株予約権 248 261

少数株主持分 1,969 2,131

純資産合計 32,444 32,712

負債純資産合計 58,876 57,364



（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

売上高   

完成工事高 14,305 13,168

兼業事業売上高 2,800 2,625

売上高合計 17,106 15,794

売上原価   

完成工事原価 13,107 11,944

兼業事業売上原価 2,401 2,277

売上原価合計 15,509 14,222

売上総利益   

完成工事総利益 1,198 1,224

兼業事業総利益 398 347

売上総利益合計 1,597 1,571

販売費及び一般管理費 1,563 1,433

営業利益 33 137

営業外収益   

受取利息 3 3

受取配当金 94 101

受取賃貸料 31 35

持分法による投資利益 － 32

その他 71 36

営業外収益合計 201 209

営業外費用   

支払利息 32 28

持分法による投資損失 4 －

賃貸費用 23 26

その他 19 9

営業外費用合計 80 64

経常利益 153 283



（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

特別利益   

前期損益修正益 0 －

固定資産売却益 1 0

投資有価証券売却益 1 －

貸倒引当金戻入額 29 －

段階取得に係る差益 － 291

特別利益合計 33 291

特別損失   

前期損益修正損 4 －

固定資産処分損 12 6

投資有価証券評価損 － 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18 －

その他 6 0

特別損失合計 42 11

税金等調整前四半期純利益 144 562

法人税、住民税及び事業税 44 76

法人税等調整額 115 65

法人税等合計 160 142

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△16 420

少数株主利益又は少数株主損失（△） △40 4

四半期純利益 24 415



（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△16 420

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △215 △25

持分法適用会社に対する持分相当額 △3 △0

その他の包括利益合計 △218 △25

四半期包括利益 △234 395

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △193 391

少数株主に係る四半期包括利益 △41 4



 該当事項はありません。  

  

（セグメント情報） 

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日  至 平成22年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額11百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。

  ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日  至 平成23年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額9百万円は、セグメント間取引消去及び全社費用であります。 

  ２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 該当事項はありません。  

（のれんの金額の重要な変動）  

 「情報サービス事業」セグメントにおいて、ブリッジ・モーション・トゥモロー株式会社の株式を追加取得

し、当該会社を連結子会社化いたしました。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第１四半期連結累計

期間においては591百万円であります。 

（重要な負ののれん発生益） 

 該当事項はありません。  

   

 該当事項はありません。  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報等

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）２

    
通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート

事業 

売上高               

(1)外部顧客への売上高  14,305  880  490  1,428  17,106 －  17,106

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 15  0  0  414  430  △430 － 

計  14,320  880  491  1,843  17,536  △430  17,106

セグメント利益又は損失(△)  △24  △34  14  65  21  11  33

  報告セグメント 

合計 
調整額 

（注）１ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）２ 

    
通信建設 

事業 

情報 

サービス 

事業 

住宅不動産

事業 

ビジネス 

サポート

事業 

売上高               

(1)外部顧客への売上高  13,168  882  224  1,517  15,794 －  15,794

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 5  0  0  389  395  △395 － 

計  13,173  883  225  1,907  16,189  △395  15,794

セグメント利益又は損失(△)  48  △38  △14  132  128  9  137

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

 受注高、売上高及び受注残高の状況 

  

① 受注高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

② 売上高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

③ 受注残高 

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切捨表示してあります。 

  

４．補足情報

  前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年６月30日 至平成23年６月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  14,689  81.8  13,353  84.2  △1,336  90.9

情報サービス事業  1,138  6.3  1,021  6.4  △116  89.7

住宅不動産事業  491  2.7  239  1.5  △251  48.7

ビジネスサポート事業  1,646  9.2  1,251  7.9  △395  76.0

計  17,966  100.0  15,865  100.0  △2,100  88.3

  前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年６月30日 至平成23年６月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  14,305  83.6  13,168  83.4  △1,137  92.1

情報サービス事業  880  5.1  882  5.6  2  100.2

住宅不動産事業  490  2.9  224  1.4  △266  45.8

ビジネスサポート事業  1,428  8.4  1,517  9.6  88  106.2

計  17,106  100.0  15,794  100.0  △1,312  92.3

  前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間     

期 別 自平成22年４月１日 自平成23年４月１日 増減金額 対前期比 

  至平成22年６月30日 至平成23年６月30日 （△は減）   

部門別 金額 構成比 金額 構成比     

    %   %   % 

通信建設事業  8,289  74.6  7,960  76.5  △328  96.0

情報サービス事業  374  3.4  315  3.0  △59  84.3

住宅不動産事業  248  2.2  67  0.6  △181  27.0

ビジネスサポート事業  2,199  19.8  2,069  19.9  △130  94.1

計  11,112  100.0  10,412  100.0  △699  93.7
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